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お
知
ら
せ

広 告

　

調
整
給
付
金
（
不
足
額
給
付
）
を
受

給
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
対
象
者
へ
、

令
和
７
年
７
月
か
ら
８
月
に
か
け
て
給

付
手
続
き
の
案
内
を
送
付
し
て
い
ま

す
。
ま
だ
申
請
さ
れ
て
い
な
い
人
は
、

申
請
期
限
が
１０
月
３１
日
㈮
ま
で
と
な
っ

て
い
ま
す
の
で
、
期
限
内
に
手
続
き
を

し
て
く
だ
さ
い
。

■
基
準
日
な
ど

　

�

令
和
７
年
１
月
１
日
に
お
い
て
多
久

市
の
住
民
基
本
台
帳
に
登
録
が
あ
る

対
象
の
納
税
者

■
対
象
者

〈
不
足
額
給
付
Ⅰ
〉

　

�　

令
和
６
年
度
に
給
付
し
た
当
初
調

整
給
付
の
算
定
に
際
し
、
令
和
５
年

所
得
な
ど
を
基
に
し
た
推
計
額
（
令

和
６
年
分
推
計
所
得
税
額
）
を
用
い

て
算
定
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
令

和
６
年
分
所
得
税
お
よ
び
定
額
減
税

の
実
績
な
ど
が
確
定
し
た
の
ち
に
、

本
来
給
付
す
べ
き
所
要
額
と
、
当
初

調
整
給
付
額
と
の
間
で
差
額
が
生
じ

た
人
（
対
象
者
の
合
計
所
得
金
額
が

１
，８
０
５
万
円
以
下
に
限
る
。）

〈
不
足
額
給
付
Ⅱ
〉

　

�　

個
別
に
書
類
の
提
示
（
申
請
）
に

よ
り
、
給
付
要
件
を
確
認
し
て
給
付

す
る
必
要
が
あ
る
人
で
あ
っ
て
、
以

下
の
い
ず
れ
の
要
件
も
満
た
す
人

　

◎�

所
得
税
お
よ
び
個
人
住
民
税
所
得

割
と
も
に
定
額
減
税
前
税
額
が
ゼ

ロ
（
本
人
と
し
て
定
額
減
税
対
象

外
）
の
人

　

◎�
税
制
度
上
「
扶
養
親
族
」
か
ら
外

れ
て
し
ま
う
人
（
扶
養
親
族
な
ど

と
し
て
も
定
額
減
税
対
象
外
）

　

◎�

低
所
得
世
帯
向
け
給
付
（
令
和
５

年
非
課
税
給
付
な
ど
、
令
和
６
年

非
課
税
化
給
付
な
ど
）
対
象
世
帯

の
世
帯
主
・
世
帯
員
に
該
当
し
て

い
な
い
人

■
給
付
額

〈
不
足
額
給
付
Ⅰ
〉

　

�

「
不
足
額
給
付
時
に
お
け
る
調
整
給

付
所
要
額
」

−

「
当
初
調
整
給
付
時

に
お
け
る
調
整
給
付
所
要
額
」

〈
不
足
額
給
付
Ⅱ
〉

　

�

４
万
円
（
定
額
）

　

※�

令
和
６
年
１
月
１
日
時
点
で
国
外

居
住
者
で
あ
っ
た
人
は
３
万
円

■
申
請
期
限　

１０
月
３１
日
㈮

　
　
　
　
　
　

当
日
消
印
有
効

調
整
給
付
金
（
不
足
額
給
付
）
の

申
請
は
お
済
み
で
し
ょ
う
か

問 
物
価
高
騰
対
応
重
点
支
援
給
付
金
窓
口　
☎
0
1
2
0

−

2
0
0

−

8
2
5

福
祉
課 
地
域
福
祉
係　
　
　
　
　
　
　
　

  

☎
0
9
5
2

−

75

−

2
1
1
3

戦没者遺族相談員にご相談ください
問 福祉課 地域福祉係　☎0952−75−2113 ／ 多久市遺族会（糸山）　☎0952−75−5002

　戦没者遺族相談員は、戦没者遺族の高齢化や遺族と
しての心理的、社会的特殊性を考慮し、各種の援護を
効果的に実施し、福祉の一層の充実を図るべく設けら
れた制度です。知事の推薦により厚生労働大臣から業
務を委託されます。

※�相談内容を他者に漏らすことは絶対にありませんの
で、安心してご相談ください

■戦没者遺族相談員
　多久市遺族会会長　糸

いと

山
やま

　喜
よし

昭
あき

　（任期：令和 ７ 年１０月 １ 日から令和 ９ 年 ９ 月３０日）
■相談内容
　⑴�戦没者遺族についての各種年金、給付金などの受

給に関する相談・指導
　⑵戦没者遺族の生活上の問題に関する相談・指導
　⑶�戦没者遺族などが利用することのできる社会福祉

施設などに関する相談・指導
　⑷その他、遺族会に関すること


